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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
日本の地方公共団体は近年、従来の現金主義・単式簿記の会計に加えて、発生主義・複式簿記の

会計に基づく財務諸表（公会計財務諸表）を作成するようになった。本論文は、そうした発生主義

ベースの公会計財務諸表のもつ意思決定有用性とその限界を明らかにするものである。 
本論文ではまず、公会計財務諸表は企業会計の場合とは異なり、財務健全性は測定できるが効率

性・有効性は測定できないことを理論的に明確にしたうえで、米国では財務健全性の情報が地方債

の格付けに反映されていること（公会計－格付関連性が発現していること）を実証的に明らかにし

た。次いで、米国の先行研究を参考にしつつ日本特有の勘定科目に関して調整を加えた修正後正味

資産比率（NAR）という財務健全性の指標を考案し、地方債の格付けとの関連性を検証したところ、

米国とは対照的に、日本では統計的に有意な関係は発見されなかった。そこで、その理由を探索す

べく、統一基準が導入された 2002 年以降の米国各州の公会計－格付関連性を時系列的に分析した

結果、それは統一的基準の導入後即時に発現したのではなく、時間の経過とともに段階的に発現し

たこと、その一因は NAR の分散が徐々に拡大したことにあることが判明した。こうした分析をふ

まえ、日本の地方公共団体と米国各州の NAR の分散を比較した結果、日本の NAR は米国よりも有

意に小さく、このような差異は日本に特有の決算収支均衡統制に起因することを明らかにした。以

上のことから、日本では公会計－格付関連性が直ちに発現する可能性は小さいものの、発生主義ベ

ースの公会計財務諸表は地方債市場において一定の意思決定有用性をもち、それはまた政策評価と

連携させることで効率性・有効性を測定するための基盤ともなりうるという結論を導いている。 
これまで、日本では地方債市場と公会計情報の関連を扱った研究はほとんど行われておらず、両

者の関連に着目して実証研究を行った本論文の先駆性は高く評価できる。とりわけ、日本の地方公

会計に関して、米国と比較可能な財務健全性の指標を考案し、実証分析を通じて発生主義ベースの

公会計情報の有用性と限界を明確にした点に、本論文の大きな学術的貢献がある。 
以上の調査結果から、本論文調査会は、原口健太郎氏より提出された論文「地方公共団体におけ

る公会計の研究―公会計財務諸表が有する測定可能性と測定不可能性―」を博士（経済学）の学位

を授与するに値するものと認める。 


